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介護保険制度の現状について   



資料1  

介護保険制度の現状について   



介護拠点等の緊急整備  

合計16万人分整備  3年間で12万人分整備に4万人分を前倒し、  

（3）事業規模   合計約3，011億円（3年分）   



介護職員処遇改善交付金  

○介護職員（常勤換算）1人当たり月額平均1．5万円の賃金引上げに相当する額を介護  

職員の処遇改善に取り組む事業者へ交付  

021年10月サービス分から実施し、24年3月までの2．5年分を予算計上  
（21年度第1次補正予算 事業規模：約3，975億円）  

執行のイメージ  

都道府県出魁  

①都道府県が基金を設置して実施する。   

（支払いは国保連に委託）  

②財源  ：国費10／10  

交付金の支払い  
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地域包括ケアシステム  

【地域包括ケアの四つの視点による取組み】  

ニ  迭の4つの視点での取組みが包括助（利用者の  

通じ  iじて切れ目ないサービス提供）琳  
地域包括ケアを実現するためには、  
盤鹿盟（入院、退院、在宅復帰を  

①医療との連携強化  
・24時間対応の在宅医療、訪問看護やt」ハビリテーションの充実強化0  

庄 サービスの  寺   

（平成21年度補正予算‥3年間で16万人分確保）  特養などの介護拠点の緊急整備   

援（見守。、配食などの生活支援や財産管理などの権利擁護サービ  
高齢畳鑑皇姐組  

・持ち家のバリアフリー化の推進  
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今後の介護保険料について  

第4期  

（2009年度～2011年度）  4   



議論の基本的な論点  

○サービス体系のあり方（地域包括ケアの実現）  

地土或の中での介護サービスの提供（在宅支援の強化、施設の多機能化）  
医療と介護の連携体制の強化（在宅療養の強化、訪問看護の体制確保）  
高齢者の住まし1における介護サービスの充実、施設の居住環境の向上  
介護職員の資質の向上  

認知症を有する者に対するサービス確保  

○持続可能な制度の構築   

保険料上昇に対する財政的な措置   

介護職員処遇改善交付金（約3，975億円）   
介護拠点の緊急整備（約3，011億円）  

→ 第4期は平成21年度～平成23年度、   
次期介護報酬l改定は平成24年度  
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介護保険制度の現状について   



高齢者保健福祉政策の流れ  

年 代   高齢化率   主 な 政 策   

1963年 老人福祉法制定  
19．60年代   5．7％  ◇特別養護老人ホーム創設   
高齢者福祉政策の始まり   （1960）   ◇老人家庭奉仕員（ホームヘルパー）法制化   

1970年代  7．1％  
1973年 老人医療費無料化   

老人医療費の増大  （1970）  

1982年 老人保健法の制定  

19、80年代   
9．1％  

◇老人医療費の一定額負担の導入等   

社会的入院や寝たきり  

老人の社会的問題化  
（1980）  1989年 ゴールドプラン（高齢者保健福祉堆進十か年戦略）の策定  

◇施設緊急整備と在宅福祉の推進   

1990年代  12．0％  
1994年 新ゴールドプラン（新・高齢者保健福祉推進十か年戦略）策定  

ゴールドプランの推進  （1990）  
◇在宅介護の充実  

高齢者介護・自立支援システム研究会報告（厚生省）   

14．5％  
1996年 連立与党3党政集合意  

介護保険制度の導入準備  介護保険制度創設に関する「与党合意事項」  
（1995）  

1997年 介護保険法成立   

2000年代   17．3％  2000年 介護保険施行   
介護保険制度の実施   （2000）   2005年 介護保険法の一部改正   



平成17年介護保険制度改革の基本的な視点と主な内容  

○明るく活力ある超高齢社会の構築  （⊃制度の持続可能性   ○社会保障の総合化  

・軽度者の大幅な  

嘩加  

・軽度者に対する  

サービスが状態  

の改善につなが   

っていない  

独居高齢者や  

認知症高齢者の  

増加  

在宅支援の強化  

医療と介護との  

連携   

在宅と施設の  

利用者負担の  

公平性  

新たな  

サービス  

体系の確立  

サービスの  

質の確保・   

向上  

負担の在り方  

・制度運営の   

見直し  

施設給付  

の見直し  

※  

○地域密着型   

サービスの創設  

○地域包括支援   

センターの創設  

○居住系サービス   

の充実  

○居住費用・食費   

の見直し  

○低所得者に   

対する配慮  

○新予防給付の   
創設  

○地域支援事業の   
創設  

○介護サービス   

情報の公表  

○ケアマネジメン   

トの見直し  

○第1号保険料   

の見直し  

○保険者機能の   

強化   

※平成17年10月施行。他の改正については平成18年4月施行。  



不正事業者による  

処分逃れ  

○監査中の廃止届により   
処分ができない  

○同一法人グループへの   

譲渡に制限がない   

「一律」連座制の問題  

○組織的な不正行為の有無   

に関わらず一律連座  

○一自治体の指定取消が、   
他の自治体の指定権限を   

過度に制限  

指定・更新  

の欠格事由  

の見直し  

○いわゆる連座制の仕   

組みは椎持し、不正  

○事業廃止時のサービ   

ス確保に係る事業者   

の義務を明確化   

○事業者がサービス確   

保の義務を果たして   

いない場合を、勧告  

○不正行為への組織的   

な関与が疑われる場   

合は、国、都道府県、   
市町村の事業者の本   

部への立入検査権を   

創設   

○業務管理体制に問題   

がある場合は、国、   
都道府県、市町村に   
よる事業者に対する   

是正勧告・命令権を   

創設  

○新たに事業者単位の   

規制として法令遵守   

の義務の履行が確保   

されるよう、農産里   

旦剋へ。また、立入   
検査中に廃止届を出   

した場合を指定・更   

新の欠格事由に追加   

○指定取消を受けた事   

業者が密接な関係に   

ある者に事業移行す   

る場合について、指   

定・更新の欠格事由   

に追加  

行為への組  

与の有無を確認し、  

が指定  

の可否を判断  生吐等   

○事業者の規模に応じ   

た義務とする  

○広域的な事業者の場   

合は、国、都道府県、   
市町村が十分な情報  ○  

命令の事由に追加   

と緊密な連  

下に対応  

施行期日：平成21年5月1日  
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介護保険制度の実施状況  

① 05歳以上被保険者敬の推移   
・65歳以上の被保険者数は、9年で約673万人（32％）増加。  

2000年4月未   2003年4月末   2009年4月末   

被保険者数   2，165万人   2，398万人   2，838万人   

② 苧介護（苧貫擢）認定者敬の推移   
・要介護認定を受けている者は、9年で約251万人（115％）増加。  

末   2003年4月未   2009年4月未  

348万人   469万人   

2001   

認定者数   2‘  

0年4月  

18万人  

⑨ 苧介護（苧支堰）認定の申請件数   
・要介護認定の申請件数は、9年で約231万件（86％）増加。  

注：2004年から要介護更新認定の有効期間を最大2年としたため、2008年の一年間の申請件数は  
2003年より少なくなっている。  

2003年度   2008年度   

547万件   500万件  

200   

申請件数   26！  



要介護度別認定者数の推移  

H12・4末H13・4末 H14・4末H15・4末 H16・4末H17・4末H18・4末H19・4末H20・4末 H21・4末  H12．4とH21．4の比較  

圏経過的）ロ要介護1圃要介護2  ■要支援 臣要支援1圏要支援2  

園要介護3圏要介護4■要介護5   

（出典：介護保険事業状況報告他）   



高齢者人口と要介護認定率 （年齢階級別、2009年）  

839  

‖  

65～69歳  70～74歳  75～79歳  80～84歳  85～89歳  90歳以上  

椰人口■■■認定者数t◆七認定率（右軸）   【出典】介護給付費実態調査  



サービス受給者数の推移  

○ サービス受給者数は、9年で約235万人（158％）増加。  

○ 特に、居宅サービスの伸びが大きい。（9年で187％増）  

384万人  

2009年4月サービス分  2000年4月サービス分   

ロ居宅サービス（2008年2月サービス分は、介護予防サービスを含む）田地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービスを含む）  
国施設サービス  

出典：介護保険事業状況報告   

※介護予防サービス、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスは、2005年の介護保険制度改正に伴って創設された0   
※各サービス受給者の合計とサービス受給者数は端数調整のため一致しない。   



介護費用・保険料の動向  

0．総費用  

介護保険の総費用（※）は、年々増加  

5．2兆円  
4．6兆円   

2000年度  2001年度  2002年度  2003年度  2004年度  2005年度  2006年度  200了年度  2008年度  2009年度  2010年度  

（12年度）  （13年度）  （14年度）  （15年度）   （16年度）   （17年度）  （18年度）  （19年度）   （20年度）  （21年度）  （22年度）  

（注）2000～2007年度は実績、2008年度は補正後予算、2009年度（介護報酬改定＋3．0％），2010年度は当初予算。  

※介護保険に係る事務コストや人件責などは含まない（地方交付税により措置されている）。   

0 65歳以上が支払う保険料〔全国平均（月額・加重平均）〕  
■ － － 一 一 － － － ■－ － － － ■－・・－ － － － － － － － － － － － 一 一 －・・－ － ● ■－ ■ ■■ ■ ■ ■ ■ 一■ ■ ■ ■ ■ － － ■■ ■－ ● ■ ■■ t■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ ■■ ■ － 一 ■ ■－ － － ●－ ■■－ － ■－ － ■ ■ － ■ ■ ■■ －■ ■ ■■ ■■ ■ ■ ‾ ■ ■ ■■ － ■ ■ ■‘■ ■■ ■ ●－ － － ■ －● ‾ ■■ ‾ ‾ t ■ ■■ ●■ ■ ■－ ■  

：第1期（H12～14年度）   第2期（H15～17年度）  第3期（H18～20年度）  第4期（H21′～23年度）  

（2006′）2008）  （2009′）2011）  （2003′～2005）  （2000′～2002）  

3，293円  
（＋13％）  

4，09・0円  
（＋24％）   

4，160円  
（＋1．7％）   



今後の介護保険を取り巻く状況について  

①75以上高齢者の全人口に占める割合は増加していき、2055年    には、25％を超える見込み。  

2008年   2015年   2025年   2055年   

75歳以上高齢者の割合   10．4％   13．1％   18．2％   26．5％   

④首都圏をはじめとする都市部において、今後急速に高齢化が進む。  
埼玉県   千葉県   神奈川県   秋田県   山形県   鹿児島県   

2005年時点での高齢者人口   116万人   106万人   149万人   31万人   31万人   44万人   

2015年時点での高齢者人口   179万人   160万人   218万人   34万人   34万人   48万人   

（括弧内は増加率）   （＋55％）   （十50％）   （＋47％）   （＋11％）   （＋10％）   （＋10％）  

一■  



現在7．9兆円の費用が2025年には約20兆円に  

（現状維持ケース） （在宅充実ケース）  

※医療の給付は34兆円（2007年）から66～70兆円（2025年）になる。  
（社会保障国民会議推計）   



要介護状態になっても、可能な限り住みなれた地域や自宅で生活し続け、  

人生の最期のときまで自分らしく生きることを望んでいる  

t一二・二」I  

0  1亡l  コ・二l  コ亡、  勺ロ  コ・＝l  

自宅－くアや雲集  

電＿－‾‘ご‡・呈l．＿、ぜ，t  

き■■ ノて．こ「－・寒‾ご  

郭牒嚢L－で忘引．こ㌔  

譜槌細寧tも串間鮮・〔’，て一  

家‾ご二弁濱l＿て表芸l＿L、   

：介護1革・b．．、如もと鯨監哲  

；二＿丁．＿F＊ ∵．ごT」・－  

：舟冤集償霹 丸．匪細琴喘ぎ虔  
与一手1＝挙l；＿■ヤもーi   

照射買．セナ堅黒丸頑欄削閣  
；こ．ア・＿宣言∴∴ウニ・・   

虹牒㌻百瀬・予て′ ■・．一二「   

率事ふ一斉∴嘩竜∴㌣－ 

ニ■－■二‥t  

j∴こ・r．丁二＿・  

1’1   高齢者の健康に関する意識調査（平成19年度内閣府）  

，」  



夜間対応型訪問介護のイメージ  

基本的な考え方：在宅にいる場合も、夜間を含め24時間安心して生活できる体制の整備が必要  
→ 定期巡回と通報による随時対応を合わせた「夜間対応型訪問介護」を創設  
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小規模多機能型居宅介護の概要（平成18年4月から開始）  

基本的な考え方：「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を  
組み合わせてサービスを提供することで、中重度となっても在宅での生活が継続できるよう支援する。  

小規模多機能型居宅介護事業所  利用者の自宅   

《人員配置》  《設備》  《利用者》  

○居間及び食堂は機能を   

十分に発揮しうる適当な   

広さ   

○泊まりは4．5畳程度で   
プライバシーが確保できる   

しつらえ  

01事業所の登録定員は25名   

以下  

O「通い」の利用定員は登録定員   

の2分の1～15名の範囲内  
O「泊まり」の利用定員は通いの   

利用定員の3分の1～9名の範   

囲内   

○介護・看護職員   

日中：通いの利用者  

3人に1人  

＋訪問対応1人   

夜間：泊まりと訪問対応で  

2人（1人は宿直可）  

○介護支援専門員1人  

○要介護度別の月単位め定額報 



在宅医療（終末期ケアを含む）の連携のイメージ   



訪問着護の利用人数と自宅死亡の割合  

○ 都道府県別にみた高齢者人口千人当たりの訪問看護利用者数には約4倍の開きがある（最多は長野   

県、最小は香川県）。  
○高齢者の訪問看護利用が高い都道府県では、在宅で死⊂する者の割合が高い傾向にある。  

高
齢
者
人
口
千
人
当
た
り
の
訪
問
看
護
利
用
実
人
数
（
人
）
 
 

6  10  12  14  16  18  

自宅死亡割合（％ヲ                     ぅ仁         【出典】介護サービス施設・事業所調査（平成19年）、人口動態調査（平成19年）、平成19年10月旧現在推計人口（総務省統計局）一〕   



多機能サービスを提供する地域の拠点整備例（長岡市こぶし固）（1）   



多機能サービスを提供する地域の拠点整備例（長岡市こぶし固）（2）  

‘17 l   



高齢者向け住宅  

82′486戸  

シルバーハウジング  

賃貸住宅  高齢者専用  

高齢者向け  

優良賃貸住宅  

認知症高齢者  

グループホーム  

有料老人ホーム  

指定なし 38′371  

特定施設入居者生活介護  

144′924  
l  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿し＿＿   

その他の施設・  
軽費老人ホーム  

養護者人ホーム  
居住系サービス  

474′468人  

計1′413′341  

老人保健施設  

介護保険3施設  

837′431人  

特別養護老人ホーム  

10，730（H19．10）  介護療養型医療施設  
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介護保険施設等の概要  

介護老人福祉施設  
特定施設  

介護療養型   認知症高齢者  
老人保健施設  

（有料老人ホーム、  
（特別養護老人ホーム）  

医療施設   グループホーム   ケアハウス等）  

（注1）  
（注1）   

要介護高齢者が在  
重医療・要介護高  要介護高齢者も含  

要介護高齢者のため  宅復帰を目指すリ  
基本的性格  

の生活施設   ハビリテーション施  齢者の長期療養施 五几  

設  石又   の生活施設  

施設数   6，015   3，500   2，252   9，292   2，617   

132，069  97，645  
定員数   422，703   319，052   99，309  

（注2）  （注2）  

（注1）介護老人福祉施設及び特定施設の施設数及び定員数（利用者数）は、地域密着型施設を除いた数字である。  
（注2）認知症高齢者グループホーム及び特定施設については定員数ではなく利用者数を記載している。  

（資料出所）施設数、定員数（利用者数）については、厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（平成20年10月1日時点）。  
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介護保険施設等の主な基準等  

介護療養型  

老人保健施設   
特別養護  認知症高齢者  

医療施設  老人ホーム  グループホーム   
特定施設   

平均要介護度  4．31   3．27   3．81   2．60   2．65   

平均在所日数  427．2日   277．6日   1，465．1日   （データなし）   （データなし）   

1人当たり居室面積  6．4nて以上   8ポ以上   10．65nて以上   7．43nて以上   適当な広さ   

1部屋の定員数  4人以下   4人以下   4人以下   原則個室   原則個室   

3以上  常勤1以上  必要数  

医師  
48：1以上  100：1以上  （非常勤可）   

看護職員   6：1以上   
看護・介護  

一■■  

看護・介護  
看護・介護  

3：1以上  主  
3：1以上  

3：1以上  

な  6：1以上  入所者100人の  
3：1以上  

（看護2／■7）  
利用者100人の  

貝  PT及びOTが   PT又は01－が  

配  ；商当数   100二1以卜  

置   

基  
100：1以上   

準   

介護支援専門員   常勤1以上   常勤1以上   常勤1以上   1以上   1以上  

（計画作成担当者）   100：1以上   100：1を標準   100：1を標準  100：1を標準   

1平均要介護度は、厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成20年2月審査分）から算出  

2平均在所日数については、厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」（平成19年9月中の退所者等について）  

3 特定施設は、外部サービス利用型特定施設を除く。  
20   



特別養護者人ホームの入所申込者の状況  

単位：万人  

要介護1～3   要介護4～5   計   

仝体   
24．3   17．9   42．1  

（57．6％）   （42．4％）   （100％）   

うち在宅の方   
13．1   6．7   19．9  

（31．2％）   （16．0％）   （47．2％）   

うち在宅でない方   
11．1   11．1   22．3  

（26．4％）   （26．4％）   （52．8％）   

※各都道府県で把握している特別養護老人ホームの入所申込者の状況を集計した  

もの。（平成21年12月集計。調査時点は都道府県によって異なる。）  

＝1   



介護拠点等の緊急整備  

合計16万人分整備  3年間で12万人分整備に4万人分を前倒し、  

（1）目的   

小規模特別養護老人ホーム（定員29人以下）やグループホームなどの整備に係る市町村交付金  

の拡充、定員30人以上の施設の整備に係る都道府県補助金に対する地方財政措置の拡充によ   
り、地域の介護ニーズに対応する。  

（3）事業規模   合計約3，011億円（3年分）   



○高齢者の8割以上は持家世帯  

6ち歳以上の持家率は85．7％  

○高齢者の9割以上は在宅  

第1号被保険者2，751万人のうら2，646万人（9  
6％）が在宅  

○要介護の高齢者も約8割が在宅   

要介護認定者453万人のうら348万人（77％）が  

12．5％  87．5％   

43．1％  56．9％   

70．2％  29．8％   

80．3％  19．7％   

84．7％  15．3％   

86．0％  14．0％  

85．7％  14．3％  

家計調査」（総務省統計  

29歳以下   

30歳代   

40歳代   

50歳代   

60歳代   

70歳以上   

（別掲）65歳以上  

出典：「平成19年  

局）  ‥在宅介護  
r●■－－－－－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－●■■－－■■一一  
1  

1  

第1号被保険者数 2，751万人  
l  

l  

l  

l  

t  

l  

l  

＿ ＿ ■ ■ ■■ ■－ ■■ －■ － ● ■■ － －■ ■ ● ■ ■l■■ ■■ ■ ■■ －■ ■ ■ ● ■■ ‾ ‾ ‾1  

l  

l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

r‾‾‾‾‾‾‾‾ 

施設等  

：105万人：  

（4％）  
l＿＿＿＿＿＿＿●一  

①第1号被保険者数、要支援・要介護認定者数については、平成19年度介護保険事業状況報告より、平成19年度末の数値0  
②施設等入所者数については、平成19年介護サービス施設・事業所調査結果の概況より、介護保険3施設の在所者数及び認知症対  
応型共同生活介護、特定施設入所者生活介護の利用者数の合計。  23   



○ 我が国における、65歳以上人口に占める高齢者住宅等の定員数の割合は、  
欧米諸国と比較して少ない 。  

○各国の高齢者の居住状況（定員の比率）（全高齢者における介護施設・高齢者住宅等の定員数の割合）  

日本（2005）  ）   4．4％   

ナーシングホーム、  サービスハウス等  ※制度上の区分は明確ではなく、  

類型問の差異は小さい。  
グループホーム等  6．5％  （2．3％）  スウェーデン（2005）※3  

プライ工ボーリ・工ルタボーリ等  

（8．1％）  
プライ工ム等   

（2．5％）  デンマーク（2006）※4  

シェルタードハウジ  
（8．0％）  

ケアホーム   
（3．7％）  

6．2％  米国（2000）※6   

■■ ■■ ■一 一 ■ － ■ ■ll■■ ■ ■ － －■ －■－ ■■■－ ●－ － － － － －■ － －■ － － － － ■■■－ － － －－ － － 一 一 ■－ － － － － － － － － t ■■■－ － － － － ■－ － － － －－ ■－ － － － － ■■■ ■1－ － － － － ■－ －■ ■－ ●■ ■ ■■ － ■■ ■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■ ■ll1－ ■ － ■－ － － ■ ■ ■■■ － － ■－ ■1－1■■   

※1シルバーハウジング、高齢者向け優良賃貸住宅、有料老人ホーム及び軽費老人ホーム（軽費老人ホームは2004年）※2 介護保険3施設及びグループホーム  

希壷半音憾ヂOCialstyre■sen（スウ：‾デン社会省）聞き取り調査時の配硝料（2006）  ※4DenmarkSocialministeriet（デンマ‾ク社会省）聞き取り調査時の西  

※5 ElderIyAccommodationCounseI（2004）「theolderpopulation」  ※6 医療経済研究機構「米国医療関連データ集」（200雪4   





療養病床の再編成について  

○平成24年3月31日までに、療養病床を再編成し、医療の必要度に応じた機能分担を推進   
することにより、利用者の実態に即したサービスの提供を図る。   
→主に医療が必要な方には医療サービス、主に介護が必要な方には介護サービスを  

○現在の療養病床（医療療養病床、介護療養病床）に入院している患者を退院させず（ベッド   
数を削減せず）、老人保健施設や特別養護老人ホームなどの介護施設等に転換するもの。   
⇒医療・介護トータルの受け皿数は確保  

○なお、介護施設等への転換は、医療機関の経営判断による。  

・ご、平成2ヰ年度へ：ン  
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方
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医療療養病床  
（約21万床）  

※45都道府県の合算値  
未定の2県を含めると約22万床の見込み  

医療療養病床  

（23万床）  

（医療保険からサービスを給付）  
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ノ  介護療養型  夜間対応  

介護療養病床  
l－・－  

（12万床）  

（介護保険からサービスを給付）  

老人保健施設  
■ t ■ t ＝ ■ Ⅷ t t t ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ t ■1■ U ■ ■ ■ ■ ■ 畑 ■   

従来型の老人保健施設  、r  

（注1）病床数は平成18年10月現在の数値。  
（注2）医療療養病床からは回復期t」ハ病床（約2万床）を除く。  



医療療養病床・介護保険施設について  

介護療養  
介護療養型  （従来型の）  

医療療養  

病床  
老人保健  老人保健  

床  
施設  施設   

ベッド数   
約2635床※3  

約26万床   約9万床  
（H20．5創設）   

約31万床   

1人当たり  
8．0「パ以上  

6．4nて以上   6．4ポ以上  （大規模改修までは6．  8．Onて以上   
床面積  

4ポ以上）  

平均的な1人当たり  

費用額※1  約49万円   約41．6万円   約37．2万円※2   約31．9万円   

（H21改定後）  

医師  3人   医師  3人   医師   1人   医師  1人  

人員配置  
看護職員20人   看護職員18人   看護職員18人   看護職員10人  

（100床当たり）  
介護職員20人   介護職員18人   介護職員18人  介護職員24人  

施設の種類   

財  源  介護保険  

※1多床室 甲地 の基本施設サービス費について、1月を30．4日と仮定し1月当たりの報酬額を算出。  
※2 介護職員を4：1で配置したときの加算を含む。   

※3 平成22年1月現在 各都道府県より厚生労働省老人保健課へ報告された病床数に基づ＜。  - I 



介護保険によるリハビリテーションについて  



平成21年度介護報酬改定における主な医療・介護の連携に関する改定内容  

1
 
 
 



大腿骨頸部骨折・脳卒中に係る医療機関等の連携の評伸  
地域連携診療  
計画の中で評  

価する範囲  

▲■－、一－ ■ヽ■－‾叩。－ 1■、 ⊥ヽ  

現行  
「－  

責    卓  
l 鮮糊通細郡  

十  

（脳卒中・大腿  

′   
′  
彦  
岳  
弓  
箋  
重  
き  
蟄 ■  
苛  

地域連携診療計   

画管理料  

急性期治療  急性期治療  

「扇蒜転義i  
響 ；、＿＿＿“革質甲斗  ◆連携  連携◆  地域連携診療計  

画退院時指導料  
しⅠ．i  

（現行の地域連携診療計   

画退院時指導料）  

回復期等  
地域連携診療計画   

退院計画加算  

ノダ  l  

回復期等  も  

「ここごこ去虚二一‾ 地域連携診療計 

画退院時指導料 尊連携≠  
晶  
ケアマネ   
ジャー  

必要に応じ   

て連携  

院 旦  
自宅  

度 ■一■ ■－一一一一－－  、    ト   

通院治療   

適所リハビ…   

り等  

200床未満の病院  
診療所  

地域連携診療計  

画退院時指導料  
（Ⅱ）   

適所リハ事業所・訪  
リハ事業所  

1 ｛  



急性期病院における退院後の介護サービス等を見越した取り組みの評価  

取り組みの一例  
総合評価加算  ′   

一二 ・ 
＿ 

■ －い－1  

季  

高齢者の特性に応じた入院早期の総合的評価  
（旧：後期高齢者総合評価加算）  

対象年齢を介護保険サービスの対  
象年齢に拡大  

・総合的な機能評価と、それを踏ま  
えた介護サービスの情報提供を評  

価  
以前から担当していたケアマネジャー又は患者が選択した  

ケアマネジャーに来院要請  

介護支援  
当該ケアマネジャーから  

・地域の介護サービス事業所に係る情報  

・従来から患者が利用していたサービス等に係る情報  

の提供を受けた上で、退院後に必要な具体的サービス内容等について共  
同して指導。（必要に応じ、要介護度の新規・更新認定の申請も並行して  

進める）  

∵f 
要介護認定結果の通知（区分変更等が必要な場合）  

⊆  連携指導料   
・地域のケアマネジャー   

との連携を評価  
急性期治療  

退院時共同指導料   

1在宅に入院中の医療機関の医  

師と訪問診療等を行う医師が  
連携することを評価   

・在宅医療・介護を担う多職種  
が一堂に会して指導した場合  

に加算 
ヽ、．＿‥＿－‥   ●■‥ －  

合同カンファレンスによる  

在宅復帰  

退院・転院時に入院元医師又は看  

護職員、受入先医師又は看護師及  
び居宅ケアマネジャー等が合同カ  

ンファレンスを実施  

退院後の介護サービス等との  

連携  

退院・転院時に入院元医療職種とケ  

アマネジャーが共同し、退院後に必   

要な介護サービス等を確認  

慢性期治療  

ヽ
．
、
＝
．
 
 

ノ
／
州
 
 ”  急性期病棟等   

退院調整加算   
（旧：後期高齢者  

退院調整加算）  

・対象年齢を介護保険  
サービスの対象年齢に  

拡大  

一一′－ －一J  

ケアマネジャーが退院時点で最も適切なケアプランを立案  

う退院  
在宅、介護施設等  サービスの  

J…   



「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」概要  

今後の認知症施策は、早期の確定言多断を出発点とした適切な対応を促進することを基本方針とし、具体的な  

施策として、①実態の把握、②研究開発の促進、③早期診断の推進と適切な医療の提供、④適切なケアの普  

及及び本人・家族支援、⑤若年性認知症施策を積極的に推進する。  

（具体的内容）  

1 実態の把握  4 適切なケアの普及及び本人・家族支援  

○ 認知症の有病率に関する調査の実施  
○ 認知症の医療・介護サービスの利用に関する  
rL実態調査の実施  

′▼・  

○ 認知症ケアの標準化・高度化の推進  
○ 認知症連携担当者を配置する地域包括支援セ   

ンターの整備  

○ 都道府県・指定都市にコールセンターを設置  
○ 認知症を知り地域をつくる10か年構想の推進  

○ 認知症サポーターの増員  
○ 小・中学校における認知症教育の推進  

等  

2 研究・開発の促進  

○ アルツハイマー病の促進因子・予防因子の解明  
○ アルツハイマー病の早期喜多断技術の向上  

○ アルツハイマー病の根本的治療薬の実用化  
等  

5 若年性認知症施策  

○ 若年性認知症相談コーールセンターの設置  

○ 認知症連携担当者によるオーダーメイドの支援   
体制の形成  

○ 若年性認知症就労支援ネットワークの構築  

○ 若年性認知症ケアのモデル事業の実施  
○ 国民に対する広報啓発  
○ 若年性認知症対応の介護サービスの評価   

3 早期診断の推進と適切な医療の提供  

○ 認知症診療ガイドラインの開発・普及のため   

の支援  

○ 認知症疾患医療センターを中核とした認知症   

医療の体制強化  

○ 認知症診療に係る研修の充実  
等  



認知症サポーター100万人キャラバンの実施状況  

《キャラバンメイト養成研修諾ぎ   

○実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等  
○目   附：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役である「キャラ／くシメイト」を養成   
○内  容：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、対象別の企画手法、カリキュラム、  

協力機関の探し方等をグループワークで学ぶ。   
○メイト数：43，329人（平成21年12月31日現在）  

《認知症サボータⅦ養成講座》   
○実施主体：都道府県、市町村、職域団体等   
○対象者：   

く住民〉 自治会、老人ケラフ◆、民生委員、家族会、防災・防犯組織等   
く職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スー1ぺ－マーケット  

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関等   
く学校〉小中高等学校、教職員、PTA等   

○サポーター数：1，426，266人  

（平成21年12月31日現在）  

※ メイト・サポーター合計  

595人（平成21年12月31日現在）  

、33   
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地域支援事業の内容  
○ 要支援・要介護状態となる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続的なマネジメント   

機能を強化する観点から、市町村において「地域支援事業」を実施。  

市町村は、介護保険事業計画に定める地域支援事業の内容、事業  
費を定める（政令で介護給付費に上限（介護給付費に対する割合）  

を規定）。  

平成18年度   平成19年度   平成20年度   

地域支援事業   2．0％以内   2．3％以内   3．0％以内   

介護予防事業   1．5％以内   1．5％以内   2．0％以内   

包括的支援事業  1．5％以内   1．5％以内   2．0％以内   

＋任意事業  

重度化防止  

地域支援事業 の事業内容  

重度化防止  

（1）介護予防事業   

ア 介護予防特定高齢者施策  
介護予防事業の対象となる特定高齢者に対する事業  

特定高齢者把握事業  

通所型介護予防事業  

訪問型介護予防事業  

介護予防特定高齢者施策評価事業   
イ 介護予防一般高齢者施策  

各市町村における全ての第1号被保険者を対象とする事業  
介護予防普及啓発事業  

■ 地域介護予防活動支援事業（ ボランティア等の人材育成、＿  

活動組織の育成・支援 等）  

介護予防一般高齢者施策評価事業  
（2）包括的支援事業   

ア 介護予防ケアマネジメント業務   
イ 総合相談支援業務（地域の高齢者の実態把握、介護以外の  

生活支援サービスとの調整等）   

り 権利擁護業務（虐待の防止、虐待の早期発見等）   
エ 包括的・継続的マネジメント支援業務（支援困難事例に  

関するケアマネジャーヘの助言等）  

（3）任意事業  

介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業 等  

包括的支援事業・任意事業  介護予防事業  

【財源構成】  【財源構成】  

○ 費用負担割合は、第2号は負担せず、その分を   
公費で賄う。（公費負担割合は、居宅給付費と♪う′1   

同様に、匡卜都道府県：市町村＝2：11）   

○ 費用負担割合は、居宅給付費の  
財源構成と同じ。  



介護予防事業導入の経緯  

軽度の認定者倒草1）の大幅な増加。  

介護保険制度における重用症候群※対策の重要性の高まり。  

要介護度別認定者数の推移   要介護度別の原因疾患  

50％  

（百万人）  

1000 －  

■中重度（要介言質2～要介護5）   

t軽度（要支援～要介言蔓1） 

100％  0％  

800 －十▼【  
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26年 H36年 H46年   ○ 廃用症候群が軽度者の46％を占めている  

←推計→  ○特に廃用症候群は加齢による機能低下で、  

高齢者に多い。定期的な運動などによる予防の  

取組が必要。  
○介護保険開始から、認定者が著しく増加  

○ 特に、軽度認定者の増加は顕著  

（※：不活発な生活を原因として生じる全身の心身機能低下○筋力低下、骨がもろくなる、関節が固くなる、知的活動低下などの症状）   

－】  



主治医意見書に記載された要介護状態の原因と考えられる疾患  

資料出所：北九州市（2002年） 産業医科大学公衆衛生学教室松田晋也教授作成コ 



介護予防事業  
事業とは、介護保険法第・115条の44の規定に基づき、要介護状態等ではない、高齢者  

齢者とその他に分類してサービスを提供している。  る 高   状態等となるおそれのあ  

8、市町村1／8、保険料  億円（国真ベース。国1／4、都道府県1  

【対象者※】  

要支援・要介護状態となるおそれのあ  

る高齢者   

【事業内容】   

○ 通所型介護予防事業  
・運動器の機能向上プログラム  

・栄養改善プログラム  

・口腔機能の向上プログラム等   

○ 訪問型介護予防事業  
・閉じこもり、うつ、認知症への対応  
一通所が困難な高齢者への対応 等  

※ 医師の診断を経て決定してお‾り、高齢者医療確保法による   
特定健康診査等の場を活用することが多い。   



介護予防事業のスキ∬ム  

※ 基本チェックリストは運動、栄養、口腔等の項目からなる。  
特定健診に係る項目のほか、理学的検査、血液化学検査等を実施。   



介護予防事業の効果  

制度開始から4年経過し、事業の有効性を示す検証結果が報告されはじめている0（論冬草甲苧華準表等）  

一般高齢者施策  

・教室参加で心理面・身体面に改善効果  

・自主グループ参加で孤立感緩和  

・ボランティア活用で転倒率、閉じこもり率低下  

特定高齢者施策  
・参加者では、身体機能及びQOL等が向上  

・通所サービス利用と閉じこもり改善に関連あり  j  

高齢者の身体機能改善、孤立予防、生きがいある生活づくりに責  

「‾‾■㌦▲  
18・0％：－  一  

介護予防の効果（A県B市の場合）   

8．0％  

平成  平成  平成  平成  平成  

16年  17年  18年  19年  20年   

平成  平成  平成  

13年  14年  15年  



地域包括支援センターのイメージ  

ヽ ゲ平マネジャーヘの日常的個別指導・相談  

支援歯難事例等への指導・助言  

地主或でのケウマネジャーのネット   
【    ■■ 一■■、⊥士ヒ′「′r ヽ、  
ワークの構築▼、、、、  

一一一  
一一一一  

■   
■－－－ －－－■－■■■■－－－－一一  



報釘引届こついて  

保険料の設定等  

○ 保険料の設定  

○ 市町村長には、認知症対応型共同   
生活介護、地土或密着型特定施設入居   

者生活介護及び地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護につき、日   
常生活圏域ごとの必要利用定員総数   

を超える場合の指定拒否権限あり  

計画に沿った基盤整備  

○ 都道府県知事には、介護保険施設に   

つき、圏域ごとの入所定員数を超える   

場合の認可拒否権限あり   

○ 介護専用型特定施設について、必要   
利用定員総数を超える場合、指定拒否   
権限あり。（混合型特定施設の場合も   
同様）  

※ 第4期介護保険事業計画の期間は平成21～23年度の3年間  
（第1期‥平成12～16年度5年間第2期＝平成15～19年度5年間第3期‥平成18～20年度）  ペ1  1「‘   



介護保険制度の仕組み  

市 町 村（保険者）  
サービス事業者  

○在宅サ㌻ビス   

・訪問介護  

・通所介護 等  

○地域密着型サービス  
・夜間対応型訪問介護  

・認知症対応型共同生活介護 等   

○施設サービス   

・老人福祉施設   

t老人保健施設 等  

費用の9割分   

の支払い  都道府県  

12．5％（※）  

国  

25％（※）  

堂塵章仙、の8ムは   
国20％、≡都道府県17．5％  

30％  

人口比に基づき設定  

（平成21－23年度）  

財政安定化基金  

居住責・食草  全国プール   

国民健康保険・  

健康保険組合など  
個別市町村  保険料  

金からの天   

I‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

加 入 者（被保険者）  

（4，240万人）  （2，838万人）  

（注）第1号被保険者の数は、「介護保険事業状況報告（暫定）（平成21年4月末現在）」による。   

第2号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成20年度内の月平均値である0′′」ノ／   



高齢者の保険料（第1号保険料）について  

○ 介護保険の給付費の50％を、65歳以上の高齢者と40歳～64歳の者の人口比で按分し、市  
町村（保険者）は、その約20％を高齢者に個人単位で課した介護保険料により賄う。  

○ この介護保険料は、低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町  
村民税の課禾剃犬況等に応じて段階別に設定されている。（標準は6段階）  

市町村民税本人課税   市町村民税本人非課税】  
1  

1  

ト； ＞  
t  

l  

l  

1  

l  

第1号被保険者の  
（保険料1．5  
基準額   

保険料  

第6段階  

市町村民税課税  

かつ基準所得金  

額200万円以上  

第5段階  

市町村民税課税  

かつ基準所得金  
額200万円未満  

第4段階  

杢△逆市町村  

民税非課税  

（世帯に課税者   

がいる）  

第3段階  

世帯全員が市町  

村民税非課税  

かつ本人年金収  

入80万円超等  

第2段階  

世帯全員が市町  

村民税非課税  

かつ本人年金収  

入80万円以下等  

第1段階  

生活保護受給者  

43   

ノ：l  



利用者負担について  

○ プ↑護サービス費の9割分は保険給付され、要介護者は、原則として残りの費用の1割分のほか、施設サービスを   
利用した場合の食費及び居住章を負担する。  

○ 低所得者については、利用者負担の一定額を超える部分は、高額介護サービス費や補足給付などにより、保険給   
付され、負担軽減がなされている。  

月々の介護サービス費の1割の負担額が世帯合計（個人）で下の表の上限額を超えた場合に、超えた分が払い戻され  

世帯の上限額（／月）  

37，200円  

24，600円   

場合 等   個人15，000円  

個人15，000円   

（1）下記（2）または（3）に該当しない場合  

（2）市町村民税世帯非課税 等  

市町村民税世帯非課税で年金収入が80万円以下である  

（3）生活保護の被保護者 等  

月々の食費・居住費の負担額が一定額を超えた場合に、超えた分が払い戻される。（下の例は、要介護5の人が特別養護老人  
ホームの多床室に入所した場合の例）  

■ － － 一 一 ■－ － － － ■ － － ■ ■ －■l■ － ■■■■ ■－ － ■ ■■ ■ －  

こ 
＿＿＿＿ 

標準的な負担額合  
計：5．2万円  

食費：4．2万  

居住賛：1万  

※利用者と施設の   

契約により決定  食費・居住費  

第4段階  

生活保護受給者 等 年金80万円以下  年金80万円～211万円 年金211万円（年額）の  
（年額）の者等  以下（年額）の者等 者等   



区分支給限度基準額について  

0．在宅サービスについて、利用者の状況に応じた適正なサービスを提供する観点から、   

必要な居宅介護サービスのモデルを用いて、要介護度毎に区分支給限度基準額を設定。   

→ 支給限度額を超えるサービスを受けた場合、超える分の費用は全額利用者負担  

対象外  

○ 要介護度別の支給限度額と平均的な利用率  

支給限度額 受給者1人当たり責用額   支給限度額に占める割合   

要支援1 4，970（単位）   2，337（単位）   47．0％   

要支援2   10，400（単位）   4，142（単位）   39．8％   

要介護1   16，580（単位）   6，648（単位）   40．1％   

要介護2   19，480（単位） 9，059（単位）   46．5％   

要介護3   26，750（単位）   13，255（単位）   49．5％   

要介護4   30，600（単位）   16，527（単位）   54．0％   

要介護5   35，830（単位）   20，084（単位）   56．1％   

※ 平    成22年介護給付費実態調査（3月審査分）を基にイ  



介護職員の推移と見通lしr  

q 介護保険制度の施行後、介護職員（訪問介護員）数は増加し、7年で倍以上となっている。また、社会   

保偉国民会議の推計によると、2025年には、．介護職員は更に倍程度必要と推計されている。  

○ また、介護保険施設は常勤職員、居宅サービス事業所は非常勤職員の割合が比較白勺高い。  

平成12年度  平成19年度  
平成23年度  平成37年度  

（2000年度）  （2007年度）  
（2011年度）  （2025年度）  

（推計値）  

介護職員  54．9万人  124．2万人  149．7万人  211．7′）255．2万人  

うち訪問  

介護員等   
7．7万人  38．0万人    49．3万人    69．7′～84．0万人   

【出典】社会保障国民会議「医療・介護費用のシミュレーション」、厚生矧動省「介護サービス施設・事業所調査」  

（注1）2011年度の職員数は、2006年10月時点の職員数（介護サービス施設・事業所調査）をもとに、現在、各自治体において策定を進めている第4期介護保険事業計画に基つく介  
護給付費の暫定集計値（2008年10月時点）を用いて、職員数の伸びが給付費の伸びと同率であると仮定して推計したものである。  

（注2）2025年度の介護職員については、社会保障国民会議の将来推計をもとに、現在の「訪問介護事業所」勤務職員と「その他の事業所」勤務職員の比率で按分したものである。  

介護保険施設  居宅サービス等  

合計  常勤  非常勤   常勤  非常勤   合計  
合計  常勤  非常勤   

124．2万  74．1万人  50．1万人   33．0万人  27．7万人  5．3万人   91．2万人  46．3万人  4．8万人  

59．7％  40．3％  84．0％  16．0％  50．8％  49．2％   

1′与1   

【出典】厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」  



介護の担い手と介護職員の見通し  

0 2005年から2025年にかけて、生産年齢（15～64歳）人口は約16％減少し、労働力人口も約5～  
12％程度減少すると見込まれる。一方、介護職員数は倍増すると見込まれる。  

○ この結果、労働力人口に占める介護職員の割合は、2005年から2025年にかけて倍以上になると  
見込まれる。  

生産年齢人口、労働力人口、介護職員数の見通し（試算）  
（万人）  

10，000  

労働力人口に占める介護職員の割合  

2005年   2025年   

介護職員数   112．5万人   212′～255万人   

労働力人口   6，650万人   5，820～6，320万人   

割合   1．7％   3．4～4．4％   

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18（2006）年12月推計）」、  

雇用政策研究会「労働力人口の見通し（平成19年12月）」、社会保障国民会議「医療・  

介護費用のシミュレーション」、総務省「労働力調査」、「国勢調査」、厚生労働省  

「介護サービス施設・事業所調査」  

注）2025年の生産年齢人口は出生中位（死⊂中位）推計の値。労働力人口は2017年から2030年  

の「労働市場への参加が進んだケース」と「進まないケース」が平均的に減少すると仮定して  

試算したもの。2025年の介護職員数は社会保障国民会議のAシナリオ、B2及びB3シナリオ  

の値。  
2005  2025  

介護職員数  

（右目盛）  

2005  2025  

労働力人口  

（左目盛）  

2005  2025  

生産年齢人口   

（左目盛）  
とi／r   

・．」  



介護従事者の処遇改善  
○ 有効求人倍率は改善の傾向  
：介護関係職種1．24（平成22年3月時点）← 介護関係職種1．73（平成21年3月時点）  

－【参考：地域別有効求人倍率（平成22年3月時点）】  

＜高い地域上位5位＞ ①奈良：2．08 ②東京：1．98 ③徳島：1．70  
＜低い地域上位5位＞ ①秋田：0．63 ②山形：0．67 ③鳥取：0．67  

④千葉：1．68 ⑤岐阜：1．（i7  

④沖縄：0．67 ⑤宮城：0．70  

○ 一般労働者の勤続年数及び平均賃金（平成20年賃金構造基本統計調査）  

男女計  男性  女性  

平均  勤続   きまって支  構成  平均  勤続   

（歳）  （年）  （％）  （歳）  （年）  所定内 賃金          所定内 賃金  きまって支  構成比 （％）  平均年 齢（歳）  勤続年 数（年）  所定内 賃金  きまって支給   年齢  年数   給する現金  比  年齢  年数   給する現金      する現金給        給与額         給与額      与額   

産業計   40．9  11．6  299．1   328．8  67．9  41．7  13－1   333．7   369．3  32．1  39．1   8．6  226．1   243．1   

ホームヘルパー   43．9  4．4  194．4   211．7  16．2  36．3  3．4  207．8   242．7  83．8  45．4   4．6  191．8   205．6   

福祉施設介護員  35．8  5．2  203．4   215．8  31．4  32．7  5．1   217．2   231．7  68．6  37．2   5．3  197．0   208．6   

○ 介護職員の離職率（平成20年介護労働実態調査）  
介護職員と各産業別の離職率の状況（平成20年）  介護職員全体の勤務形態と  

（  離職率の状況（平成之0年）  
30  
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介護人材確保における問題点及び対策等について  

＜介護業界が抱える問題点＞  

○人手不足 ○賃金が安い ○離職率が高い ○労働環境が厳しい ○キャリアアップが図られない  

福祉・介護人材確保（平成20年度2次補正、21年度予算）  
○介護福祉十等修学資金貸付事業 ○ヘルパー等職業訓練の拡充  

○雇入れ助成の拡充  ○職場体験事業  

○潜在的有資格者等養成支援事業  

介護分野における経済危機対策（平成21年度補正予算）  
○介護拠点等の緊急整備 ○現任介護職員等の研修支援  

○地域相談体制の強化  ○新規介護職員の養成   
※経済危機対策により3年間に7万人の雇用創出を見込んでいる。  

ルート  

【対策】  
修学資金貸付の拡充による  

参入促進  

介護福祉士資格取得のための  

職業訓練の拡大  

教育機関等との連携強化  

【問題点】  
就職率の低下  

（養成校・一般校卒）  

進路指導の誘導低下→  

定員割れ  

○ 離職者  
【問題点】  

・高離職・高採用の悪循環  

・処遇に対する不満  

・将来展望が持てない  

・身体的・精神的負担   

【対策】   
・働きやすい職場環境づくり  

→・キャリアアップ対策   

・雇用管理の改善  

ノうlノー1  J▼一、．   



平成21年度介護幸関州改定について   



介護職員処遇改善交付金  

○介護職員（常勤換算）1人当たり月額平均1．5万円の賃金引上げに相当する額を介護  
職員の処遇改善に取り組む事業者へ交付  

021年10月サービス分から実施し、24年3月までの2．5年分を予算計上  
（21年度第1次補正予算 事業規模：約3，975億円）  

執行のイメージ  

①都道府県が基金を設置して実施する。   

（支払いは国保連に委託）  
支払い  

②財源  ：国費10／10  

交付金の支払い   



介護職員の処遇改善について  

介護人材の不足  

・賃金が低い  

・重労働  

－ キャリアパスが不十分で展望がない  

離職率が高い  

・介護分野に参入した労働者が定着するよう、魅力有る現場とするため、一層処遇  
改善・人材確保策を推進  

・有効求人倍率の地域差を勘案しながら、施策を検討する   ∋  



「介護サービス情報の公表」制度の趣旨・目的  

介護保険サービスの利用・提供は「利用者」と「事業者」との契約  

録由畠】より適切な事業者を選択することが必要  
→‘要介護高齢者等は事業者と対等な関係での情報入手に困難  

（適切なサービス利用ができず心身機能低下のおそれ）  

一－■．ト一‥．．■i．1り■t一11r■ゝ■l．1 r J＼∵ユ∵  

取組の努力が適切に評価され選択されることが必要  業
ボ
 

事
 
 

割
 
 
 

事業者情報を公平・公正に公表する環境がない  

（サービスの質の確保のための努力が報われない）  

【介護サービス情報の公表制度】  

○ 契約の一方の当事者である事業者が、利用者の選択に資する情報を義務的に   
公表   

一利用者が適切な事業者を評価・選択することを支援  

・事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援   



介護保険における福祉用具のサービス  

・床ずれ防止用具  ・入浴補助用具（入浴用いす、浴槽用手すり、浴  
槽内いす、入浴台、浴室内すのこ）  

・移動用リフトのつり具の部分  

・認知症老人緋絢感知機器  

・移動用リフト（つり具の部分を除く）  

※同一支給限度鞍管理期間内  

（4／1（十3／31の1年間）は、用途及び機能が著し〈異なる場合、並  



2010年5月31［］  

社会保障審議会介護保険部会  

淑徳大学准教授  

結城 康博   

2012年にむけた再改正介護保険の論点メモ   

介護保険制度が創設され10年が過ぎ、現在、高齢者の生活には欠かせないものとなって  

いる。しかし、 前回改正（2005年法改正）の影響をも含め、現場では多くの問題が生じて  

いる。これらの弊害を是工仁する意味で、下記に述べるような論点が重要と考える。  

1．要介護認定システムと給付上限額  

2．介護報酬体系（包括払い、出来高払い、加算、1点単価）  

3．財源問題と利用者自己負担（施設の居住費、補足給付、世帯や課税・非課税など）  

4．利用者を中心とした制度改正（事務手続きの繁雑さ）  

5．介護保険、老人福祉、保健、インフォーマルサービスの役割・機能  

6．介護予防について（地域支援事業含む）  

7．地域包括支援センターーの役割・機能  

8．ケアマネジメントのありかた（在宅及び抱設を含む）  

9．保険者機能と法令遵守  

10．マンパワー不足解消に向けた制度改正  

11．医療と介護の連携・整合性など  

12．各介護サービスについて（在宅系、施設系、地域密着型）   




